
２０２２年６月３０日

第４８期 （２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで）

貸借対照表及び個別注記表

株式会社　カンソー



（単位：千円）

金　額 金　額
9,414,800 1,479,118
6,769,309 1,057,323

362,564 402,068
617,841 193,023

597 179,413
32,912 40,117
2,763 83,647

68,989 77,592
5,681,642 7,802

2,606 65,000
△ 605 1,013

7,647

2,645,491 421,796
1,918,748 75,585
1,143,025 3,209

12,223 94,122
204,237 129,254
538,848 119,627

3,838
16,577

7,935,681
51,759 7,935,681
41,450 100,000
5,081 890,864
5,228 890,864

6,944,818
674,985 25,000

1,250 6,919,818
5,000 別 途 積 立 金 4,300,000

80 圧 縮 記 帳 積 立 金 16,311
529,086 繰 延 利 益 剰 余 金 2,603,506
10,048
129,547

274 0
100 0

△ 400

9,414,800 9,414,800

貸　借　対　照　表

売 掛 金

流　　動　　資　　産

（２０２２年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

流　　動　　負　　債
現 金 及 び 預 金

長 期 預 り 保 証 金
資 産 除 去 債 務
長 期 未 払 金

無　形　固　定　資　産

建 設 仮 勘 定

（　負　債　の　部　）

前 払 費 用
短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

固　　定　　資　　産

そ の 他
貸 倒 引 当 金

施 設 利 用 権

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

有　形　固　定　資　産

（　純　資　産　の　部　）
株　　主　　資　　本

資　　　本　　　金

土 地

関 係 会 社 株 式
出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

（　資　産　の　部　）

建 物 及 び 構 築 物
機 械 及 び 装 置
器 具 及 び 備 品

未 収 入 金
商 品
貯 蔵 品

そ の 他 利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 金

差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用

破 産 更 生 債 権
貸 倒 引 当 金

合　　　　　　計 合　　　　　　計

そ の 他

買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 消 費 税 等
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金

利　益　剰　余　金
利 益 準 備 金

リ ー ス 債 務
そ の 他

退 職 給 付 引 当 金
固　　定　　負　　債

資　本　剰　余　金
そ の 他 資 本 剰 余 金

リ ー ス 債 務



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２.　資産の評価基準及び評価方法

　（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　　時価のあるもの 期末日の終値に基づく時価法（評価差額金は、全部資本直入法に
より処理し、売却価格は移動平均法により算定）

　　時価のないもの 移動平均法による原価法

　（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商　　　品 最終仕入原価法による原価法

貯　蔵　品 最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法
（リース資産を除く）

無形固定資産 定額法

リース資産 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借契約取引に準じた
会計処理をしております

４．引当金の計上基準

貸　倒　引　当　金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞　与　引　当　金 従業員の賞与の支払に備えるため、当期に対応する額を計上して
おります。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
当社は、総合ビルメンテナンス（警備・設備・清掃）業を行っており、約束した財または
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
尚、顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受した時点で収益を
認識しております。

個　別　注　記　表



完成工事の計上基準 工事完成基準を採用しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。控除税額の計算方法は全額控除方式
によっております。

当期純損益金額

当期純利益 265,118千円



２０２２年６月３０日



（単位：千円）



リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナ


